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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１６２　　２０１２年　６　月　１４　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
原発　｢安全神話｣と恫喝による再稼働　撤回せよ！　　ｐ野田首相は、６月８日、福井県の大飯原発を「再稼働すべきだというのが私の判断だ」と記者会見で表明しました。「国民生活を守る」ことが｢唯一絶対の基準｣としていますが、この判断は､｢国民生活を守る｣どころか、国民の命と安全を危険にさらす最悪の判断ではないでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「福島を襲ったような地震・津波がおこっても、事故を防止できる対策と体制はととのっている」と断言しました。しかし、福島原発事故の原因究明はなされておらず、政府自らの対策として指示した３０項目の「安全対策」―「免震事務棟」、「フィルター付きベント」などが設置されるのは「３年先」です。大飯原発をどのような地震・津波が襲う危険があるのかは解明されていません。これでどうして「事故を防止できる」と断言できるのでしょうか。こうした「安全神話」が、福島原発事故を引き起こした最大の教訓ではなかったのではないでしょうか。そこから何一つ学ぼうとしない首相の態度を、国政の責任者として許すわけにはいけません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ首相が、繰り返しのべたのは、電力不足や料金値上げになれば、「国民の安心が脅かされる」ということでした。しかし、これらの問題と、原発再稼働とは、てんびんにかけてよい問題ではありません。電力不足などの問題については、その具体的根拠は何ら示されていません。夏場の電力需給について、ピーク時はどれくらいの時間帯、日数なのか。原発が再稼働しなかった場合、天然ガスなどの火力の活用、電力融通、節電努力などによって、どれだけ需要を減らし供給を増やせるのか。これらも具体的には明らかにされていません。首相の口から繰り返し語られたのは、「日常生活や経済活動」が混乱するという、脅しの言葉だけでした。具体的な根拠も示さず、「恫喝」によって、再稼働を迫る。これも、決して許すことのできない態度です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ首相は、「夏場限定の再稼働」だけでなく、「原発は重要な電源」であり、今後も運転を続けると言いました。これは、「原発は基幹電源」として、将来にわたって、これに固執する財界の圧力に屈したものです。　　　　　　　　　ｐ日本共産党は、財界いいなりに、「安全神話」を復活させ、恫喝によって、再稼働を強行しようとする首相の態度に強く抗議するとともに、この方針のすみやかな撤回を求めています。今の政権では国民の暮らし、安全、日本の舵取りを担う資格はないことがはっきりしてきました。再稼働を許さず、「原発ゼロの日本」をめざして共同して闘いましょう。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　
６月議会　　１０議案と４つの報告
議案は、補正予算３つ（一般会計、総合医療センター貸付特会、水道会計、下水道会計）、条例の制定１つ（外国人登録法の廃止及び住民基本台帳法の改正に伴う整理条例）、条例の一部改正３つ（市税条例、都市計画条例、水道事業及び下水道事業の設置等関する条例）、規約の変更２つ（介護認定審査会共同設置、後期高齢者医療広域連合）、市道の認定及び変更１つです。

報告は、会計の繰越計算書３件（一般会計、水道事業会計、下水道事業会計）と（地独）桑名市総合医療センターの経営状況に関する書類の提出１件です。
　補正金額は、一般会計で４３５百万円、総合医療センター貸付特会補正予算　　　　で６２５百万円、水道会計は０百万円（債務負担行為の追加のみ）です。
　詳細は、病院の用地（１号館桑名店）購入等の予算７７５百万円が主なもので、他に中学校安全対策（陽和）１３百万円、小学校安全対策(城東)１２百万円、スマートエネルギープラン策定事業費４百万円等があります。
国民平和大行進　　桑名をスタート

２０１２年原水爆禁止国民平和大行進の和歌山ー広島コースは６月８日に三重県入りし、県南端の紀宝町を出発しました。北勢からのコースは１２日午前９時に桑名市役所前で医療生協、民主商工会、年金者組合、新日本婦人の会、市民の方が集会を開き、桑名市長からもメッセージと激励の言葉（代読）を貰い、四日市に向けて出発しました。今年の行進は、日本の原発が総て止まり、福井県の大飯原発の再稼動が問題となっているタイミングで行われました。国は新しい神話を持ち込んだり、恫喝的な態度で原発の再稼動を行なおうとしています。参加者は、原発も原爆も同じだと考え、行進中大会参加のカンパを訴えていました。
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消費税に頼らない道あります（日本共産党の「提言」より）１、消費税を増税しても国の収入は増えない　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ消費税を増税するとかえって税収は減ります。消費税を５％に増税する前の年の１９９６年度と、直近の２０１０年度の国と地方あわせた税収を比較すると、消費税収は７.６兆円から１２.７兆円に増加していますが、税収の総額は９０.３兆円から７６.２兆円に１４兆円も減りました。　　　　　　　　　　　　　　ｐこんなことになるのは、消費税増税が景気を冷え込ませるからです。消費税収が増えたとしても、それ以上に法人税収や所得税収が減少してしまうのです。　　　ｐ現在、民間給与は１９９７年にくらべ、年額５５万円も下がっています。こうしたもとで、消費税を増税すれば、消費を冷え込ませ、日本経済全体がさらに悪化することは間違いありません。その結果、税収減となり、財政赤字は悪化します。消費税増税は経済も財政も破綻させる道です。　　　　　　　　　　　　　　　
２、増税するならまず富裕層から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ現在、日本の国家財政はその半分を借金（国債）でまかなっています。国の予算のうち税収が半分もない状態をいつまでも続けられるものではありません。増税は必要ですが、それを「消費税でとらなければならない」理由はありません。年間所得が１億円を超える高所得者は、所得が増えれば増えるほど所得に対する税負担割合が減る傾向にあります。最大の要因は証券優遇税制です。高額所得者ほど給与所得より株の売買や配当による所得が増えるからです。配当や株を売ったときの利益にかかる税は本来の税率が２０％のところを、現在１０％に半減されています。この優遇税制によって、２００３年から２０１１年までに推計６兆円が減税されました。富裕層に応分の負担を求めることが世界の流れです。
３、大企業の税負担は中小企業に比べて低すぎる　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府は消費税を１０％に引き上げる一方、大企業の法人税（国税）は２０１５年に３０％から２５.５％に引き下げます。本来、税は所得や利益に着目し、負担する力に応じて課税するものです。しかし現実には、企業規模が大きくなればなるほど税の負担率が軽くなっています。大企業の税負担が軽くなるのは、大企業にしか使えない「減税メニュー」があるからです。大企業は株式配当や海外子会社の納税控除、連結納税などさまざまな優遇を受け、法人税は基本税率より低くなっているのが現状です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこれらの制度は中小企業も利用可能ですが、大企業であれば規模の大きさに加えてもともとの納税額が大きいために、効果がより大きく表れます。資本金１０億円以上の大企業の負担率は１９.６％で、１０００万円以下の企業の負担率２３.０％よりも３ポイント以上少ないのです。こうした大企業優遇税制の見直しをおこなえば、１.３兆～１.６兆円の税収増が見込めます。　　　　　　　　　　　　ｐしかも大企業は賃金の抑制、下請け単価たたきで２６０兆円の内部留保をため込んでいます。力のある大企業に税の分野で応分の負担を求めるとともに、内部留保を雇用や下請け単価などの形で国民に還元することで、財政も経済も立て直すことができます。
桑名市で今年から始まった難病患者の方への施策　　　　　　　　　　　ｐ難病でサービス提供地域対象外の重度訪問介護を利用している方へ交通費の一部が助成されます。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐｐ開始時期　　平成２４年４月１日から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ　　助成対象者　次のいずれにも該当する方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊桑名市に住所を有する在宅の難病患者の方（特定疾患等治療研究事業費補助金の対象疾患の方）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊サービス提供地域対象外の事業者による重度訪問介護を利用し、訪問にかかる交通費を負担している方。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊障害程度区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器により呼吸管理を行っている方。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（難病の方でサービス提供地域対象外の重度訪問介護をご利用の方は、　　　　障害福祉課ＴＥＬ：０５９４－２４－１１７１までお問い合わせください。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　助成金額　サービス提供地域対象外の重度訪問介護にかかる交通費自己負担額の２分の１の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請方法　障害福祉サービス提供地域外への訪問に係る交通費自己負担助成申請書に交通費自己負担額に関する領収書の写しを添付し提出してください。
生活保護問題対策全国会議（桑名での餓死事件も調査）等が｢冷静な報道と議論を求める緊急声明｣を発表
有名芸能人の母親が生活保護を利用していたことに乗じて、生活保護全般への異常なバッシングが続いています。声明は、高額所得者による親の扶養のあり方という特殊な事例をとらえて、生活保護制度に問題があるかのように報道していることを批判。以下の点に理解を欠いていると指摘しています。　　　　　　　（１）法律上、親族による扶養は保護利用の要件ではない　　　　　　　　　　　　　　（２）成年の親に対する扶養義務は「余裕があれば援助する義務」にすぎない　　　（３）扶養の程度・内容は話し合いで決める　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）著しく少ない場合は、福祉事務所が家裁に申し立てる―。　　　　　　　　　　ｐまた、雇用の崩壊と高齢化の進展が生活保護利用者の増加原因であることや、それでも利用率は１.６％と先進諸国に比べて異常に低いことなど、事実を置き去りにした報道の姿勢を問うています。そして、芸能人の事例を騒ぎたてた政治家たちが、生活保護の給付水準１０％引き下げという政策をつくった自民党プロジェクトチームの座長らであることを指摘。「自民党の提起も踏まえて、どう引き下げていくのか議論したい｣(小宮山厚労相）と呼応する民主党政権を批判しています。その上で、生活保護の実態に目を向け、「冷静にあるべき方向性を議論すること」を呼びかけています。[image: image3.png]
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